
注　意

1． 指示があるまで，手を触れないこと。

2． 指示に従って，解答用紙に受験番号（算用数字）および氏名をはっきりと記入す

ること。

3． 解答は，解答用紙の指定された箇所に，横書きで記入すること。

4． 問題冊子は 8ページ，解答用紙は 1枚である。もし，問題冊子の落丁，乱丁およ

び解答用紙の汚れなどがあれば，ただちに申し出ること。

5． 問題冊子は持ち帰ること。
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問題（100 点）

図表 1～ 7は日本の ICT産業注 1）に関する図表です。

これらをもとに以下の設問に答えなさい。

 

設問 1

図表 1～ 4をもとに，日本の ICT産業の状況についての概観を 300字以内で述べな

さい。

 

設問 2

設問 1の回答を踏まえ，図表 1～ 7 をもとに，日本の ICT産業を取り巻く環境に

ついて説明したうえで，今後発展させるために国や企業，個人として行うべき事柄に

ついて，合わせて 500字以内で述べなさい。

  

注 1）　 ICTは「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の

略で，通信技術を活用したコミュニケーションを指す。電話などの通信サー

ビスやソフトウェア開発，パソコン・携帯電話・スマートフォンといった情

報通信関連製造業，映像・音声などの放送サービス分野など情報処理や情報

通信に関する幅広い領域である。ICT産業はインターネットやスマートフォ

ンの浸透にともない，著しい発展を遂げた業界である。
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図表 1　主な産業の実質GDP注 2）（2022 年）

情報通信産業情報通信産業
56.5 兆円56.5 兆円
10.7％10.7％

商業商業
62.7 兆円62.7 兆円
11.9％11.9％

不動産不動産
65.6 兆円65.6 兆円
12.4％12.4％

医療・福祉医療・福祉
36.1 兆円36.1 兆円
6.8％6.8％

建設建設
23.9 兆円23.9 兆円
4.5％4.5％

対事業所対事業所
サービスサービス
43.2 兆円43.2 兆円
8.2％8.2％

対個人サービス対個人サービス
19.7 兆円19.7 兆円
3.7％3.7％

その他産業その他産業
（上記以外）（上記以外）
205.9 兆円205.9 兆円
39.0％39.0％

全産業の
実質GDP規模
527.9 兆円
（2022 年）

輸送機械輸送機械
14.3 兆円14.3 兆円
2.7％2.7％

※実質GDPは，2015 年価格で実質化したもの。

（出典）　総務省（2024）「令和 5年度　ICTの経済分析に関する調査」

 

注 2）　 GDPとは一定期間内に国内で生産された財（モノ）・サービスの付加価値の

合計額である。物価変動の要素を除いた値が実質 GDPとなる。
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